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北杜のきずな商品券事業実施要領 
 

 

１．目的 

物価高騰や地域経済の停滞が続く中、市民生活の負担軽減と域内消費の

喚起を図る必要がある。国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を

活用し、市民への直接的な支援を行うとともに、市内事業者への売上効果

を通じて地域経済の循環を促進することを目的とする。  

 

２．実施主体 

  北杜市  

 

３．商品券の概要 

名称  北杜のきずな商品券  

発行総額  ２億８，９００万円  

発行冊数  ５７，８００冊  

券種  

全店共通券：すべての取扱店で使用できる商品券  

地  元  券：取扱店のうち、法人または事業主の本拠が北杜市内に

所在しない事業所を除いた店舗等とする。ただし、飲

食店、宿泊・旅行、レジャー・体験・温泉、運輸業、

みやげ品・農産物直売所の業種に属すると市長が認め

た店舗については、地元券の使用を可とする。  

１冊の構成  

全店共通券：１ ,０００円券×２枚＝２，０００円分  

地 元 券：１ ,０００円券×３枚＝３，０００円分  

合計５，０００円分  

使用期間  令和８年３月１日（日）から令和８年５月３１日（日）まで  

配布対象者  
令和８年１月１日時点で北杜市の住民基本台帳に記載されてい

る者  

配布冊数  

①市民１人につき１冊  

①に加え、  

②ひとり親家庭（児童扶養手当受給者）に属するこども１人に

つき３冊 

③７５才以上の高齢者 1 人につき１冊  

配布方法  世帯主あてに世帯全員分の商品券を送付する。  

配布開始  令和８年２月中旬  

対象店舗数  取扱店舗として登録された市内事業所（９００店舗程度予定）  

   

（１）商品券の使用対象とならないもの  

   ①出資や債務の支払い（税金、振込代金、振込手数料、保険料、電気  

・ガス・水道・電話料金等）  

   ②有価証券、金券、商品券（ビール券、清酒券、おこめ券、図書券、  

店舗が独自発行する商品券等）、旅行券、乗車券、切手、はがき、印  
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紙、プリペイドカード等の換金性の高いものの購入  

   ③土地・家屋の購入、家賃・地代・駐車場（一時預かりを除く）等の  

不動産に関わる支払い  

   ④商品及びサービスの引換券等代金を前払いするもののうち、有効期  

限が令和８年５月３１日を超えるもの  

   ⑤現金との換金、金融機関への預け入れ  

   ⑥風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法  

    律第１２２号）第２条に規定する性風俗関連特殊営業、設備を設け

て客に射幸心をそそるおそれのある営業及び食事の提供を主目的と       

しないキャバレー、クラブ、待合などに要する支払い  

   ⑦特定の宗教・政治団体と関わるものや公序良俗に反するもの  

   ⑧その他、各取扱店舗及び北杜市が適当と認めないもの  

 

（２）商品券取扱店舗  

   〇北杜市内に事業所・店舗等を有する事業者  

   〇上記に該当し、北杜市内の事業所・店舗等のみにおいて商品券の使  

用を制限できる者  

但し、次の事業者を除く  

①  「風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律」（昭和２３ 

年法律第１２２号）第２条に規定する性風俗関連特殊営業、設備  

を設けて客の射幸心をそそるおそれのある営業及び食事の提供を

主目的としないキャバレー、クラブ、待合などの店舗等の営業を

行っている者  

    ②特定の宗教・政治団体と関わる場合や業務の内容が公序良俗に反  

する営業を行っている者  

    ③上記（３）商品券の使用対象とならないものに記載の取引、商品  

のみを取扱う店舗等  

    ④北杜市の入札参加停止の措置もしくは入札参加除外の措置を受け  

ている者  

    ⑤地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第  

     ２項第２号に該当する者及び刑法（昭和４０年法律第４５号）第  

     ９６条の３もしくは第１９８条または私的独占の禁止及び公正取  

     引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条の規定  

     による刑の容疑により刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）  

     第２４７条の規定に基づく公訴を提起されている者等  

⑥役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店  

又は営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等  

の責任を有する者、個人にあってはその者及び支配人並びに支店  

又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力  

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７  

７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員  

をいう。以下同じ。）であるとき 

⑦暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同  

じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与しているとき  
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⑧役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は  

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用  

しているとき  

⑨役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便  

宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に  

協力し、又は関与しているとき  

⑩役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を  

有しているとき  

   ※本事業の経済効果測定のため、取扱店舗に対しアンケート調査を実  

施する場合がある。 

 

※商品券取扱店舗募集及び店舗の責務、事業者の換金方法等は、別途「取

扱店舗募集要項」に記載する。  


